
















応急対策について

,,. (3)震災時の対応フロ 一 【在宅時】

全体の流れ 校長・副校長等 教職員 児童•生徒等

地震発生！
〔想定〕震度5弱以上

安全確保

学校災害対策

本部の設置

応
急
対
応

一

■ 危険回避のための行動

•頭部保護、身を低くする、建物、ブロック塀、窓ガラス、自販機等から離れる。

■教職員自身の家族の安否確認

■学校への参集

復
旧

学校再開に

向けた対応

■学校災害対策本部の設置

■ 適宜、学校防災計画に沿った行動の確認

■ 状況確認

•被害状況

•情報の収集

■ 関係機関へ連絡

•消防、救急等

•災対教育振興部

■ 対応検討

■ 保護者へ

情報発信

※休校措置等

■ 避難所開設支援

■学校再開

■災害対策評価

■ 児童•生徒等の

安否確認

■ 避難所開設支援

■ メンタルサポー ト

■ 安全が確保され次第、

できるだけ早く

学校へ安否状況を

連絡

■ 保護者と連絡が

取れない場合、

家庭訪問や

避難所訪問も

検討する。

※学校に参集できない場合には、近隣の公立学校に参集することもあり得る。
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事後対策について

教育活動を早期に再開するためには、

●児童•生徒等の被災状況
●避難先の把握、教室の確保
●通学路の安全確認
●児童•生徒等の心のケア

等が必要です。

風水害編について

特に、児童•生徒等の心のケアは、近年の

災害からも重要性が認識されており、

マニュアルでは、管理職、養護教諭、学級

担任等、専門家・機関の観点から、実施

すべき内容を記載しています。

ぜひ、マニュアルをご覧ください。

�荒川浸水想定区域内及び土砂災害（特別）警戒区域内の
各学校の対応について

•荒川浸水想定区域内及び土砂災害（特別）警戒区域内に立地する各学校は、
水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する
法律に基づき「避難確保計画」を作成し、計画に基づく訓練を実施することが
義務付けられています。

雷晶と言：閂9999塁霜：り呆霜摩贔
＇

し
る
、置

訓練の実施後も当システムにて北区へ報告を行います。 避難確保計画
作成支援システム

区で想定される水害と学校の対応方針

NO 気象状況 想定される水害 水害の特徴 学校の対応方針

長時間の 荒川、隅田川、 •気象予報等にて数日前から
大規模な 新河岸川、 ある程度の予想が可能 台風の規模に
降雨を伴う 神田川、 応じて、
大型台風の 石神井川の •区の低地側のほとんどが浸水し、 休校・休園を判断
発生等 氾濫等 大規模な被害が発生する可能性がある

集中豪雨 •突発的であり予測が困難 通常授業中である

2 
（ゲリラ豪雨） 石神井川の ことも想定される
や線状降水 氾濫等 •石神井川の周辺等が浸水し、中規模な ため、安全確保行動
帯の発生等 被害が発生する可能性がある を実施
















